







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































opportunities	 for	businesses	often	with	preferences	 for	 firms	operated	by	members	of	groups	designated	as	
disadvantaged.	The	redistribution	arising	from	such	programs,	however,	can	introduce	significant	additional	costs	
to	government	procurement	budgets.	 In	this	paper,	 the	extent	to	which	small	business	set-asides	 increased	
government	procurement	costs	is	examined.	The	estimates	employ	data	on	Japanese	public	construction	projects,	























































































































































































































































































































クティス室（Office of best practice regulation）とビクトリア州のビクトリア州競争及び効率性
































































































































































































































































佐藤　それでは、私から東原様に、Value For Money という概念についてのコメントと質問をさせて















申し上げさせていただいたのですが、Value for Money の中で Value の設定をどう捉えるのかと
いった時に、やはり私は地方自治法にある一条二項の「住民の福祉の増進」というところが、絶
対に欠かせないと思っております。つまり、そのためには「地域が継続的に発展していく」とい
うことが必要かと思います。当初、「地域が発展していく」ことという書き方をしていたのです
が、やはり「継続的に」という修飾語を入れようと思った次第でございます。例えば、短期的に
は一般競争入札における地域要件というのは、地域を特定して公共事業の予算をそこに落とすこ
とによって地域経済への波及を促すのだと思うのですが、中長期的な視点、その地域をもっとも
っと「継続的に」発展させていくためには、もしかしたら新しい潮流だとか、新しい考え方、新
しい産業創出というのがもしかしたら必要になるかもしれません。今後、より一層 IoT 技術が進
展し、Society5.0の超スマート社会といわれている中で、そういったものも必要になってくるの
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ではないか、このような意味で「継続的に」という修飾語を入れて、継続的な地域の発展という
ものを Value に加味することによって、地域要件も今後どうあるべきかということを検討してい
く必要があるかなと考えた次第でございます。新規産業の創出、イノベーションの革新といった
ものも Value の中身として捉えることによって、予算を所与のコストとして投入するのであれ
ば、地域が継続的に発展すべきという結論が導かれます。すなわち、Value の中身によって、競
争入札制度も変えるべきではないかというのが私の見解です。これもお答えになっているかどう
か分かりませんけれども、例えば、中長期的な地域の発展という時間軸の観点を Value の中に少
し入れてみると競争入札制度のあり方も変わるのかなと思った次第でございます。重要なご示唆
を頂戴しましたので更なる研究に繋げていければと思います。有り難うございます。
東原　塚田課長様にご質問させていただきたくて、公正取引委員会「地方公共団体のための競争政策・
独占禁止法ハンドブック」44～45頁のところでございます。私がまさしく論点として選ばせてい
ただいた箇所でございますが、今回の報告資料を作成している中で、私もどう捉えればいいのか
なというところもあって、是非、お聞きしてみたいなと思った点です。すなわち、競争政策上の
考え方のお答えの中で、「一般的な要請を超えて条件を付すことは、競争を制限するおそれがあ
る」と書かれておりますが、「一般的な要請」という部分をどのように解釈していけばいいのでし
ょうか。会計法だったり、地方自治法だったり、独占禁止法から出てくる競争政策的な考え方か
ら解釈すべきなのでしょうか。「一般的な要請」というものをどう捉えるかによっても、導出され
る解釈って変わってくると思うのですが、ご見解を頂戴できればと思います。
塚田　ご質問有り難うございます。一般的な要請という話については、確か東原先生のレジュメの11
頁から12頁にかけて引用されている事務総長の定例会見記録にも出てきていますが、ここにも書
いてあるとおり、一般的な要請の範囲で行う限りは問題ないというのは、つまり地元の事業者を
できるだけ使ってくださいという任意の呼びかけである限りはそれほど事業者の事業活動を制限
することはないけれども、条例によって義務付けると事業者の事業活動を強く拘束することにな
るのではないか。そういう考え方を基に、一般的な要請を超えて条件を付すことは事業者の自由
な事業活動や事業者間の競争を制限するおそれがあるので競争政策上好ましくないとしているも
のです。あまり深い意味がなくて申し訳ございません。
東原　有り難うございます。
佐藤　私から、塚田課長様へ質問です。３月の公表以来、地方公共団体の方々からの反響があれば、
教えていただけますでしょうか。
塚田　有り難うございます。３月にこれを出しまして、実はまだ本格的には研修等は行っておらず、
先ほど、お話ししました発注担当官、調達担当官の会議の場に少しコーナーを設けさせてもらっ
て、ご説明するということをやっているのですが、今のところ参考になったというような反響は
いただいております。ただ、１、２回ぐらいしかやっていないので、全体の傾向はよく分からな
いところであります。おそらく今日のレジュメなんかも、ご覧いただきまして、まだ多少分かり
にくいかな、若干とっつきにくいかな、というところがもしかしたらあるのではないかと。多少
字も多すぎるかなというところもありますし、このレジュメにつきましても、まさに今、研修活
動等を行っている中で、更に直していきたい、より分かり易いものにしたいという風に考えてお
ります。特に具体的な相談事例の方が、比較的とっつきやすいところがありますので、そういっ
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たところも充実させていきたいとは考えております。
佐藤　実は、私のような独禁法の専門の研究者からみると、このハンドブックの内容は正確で、非常
によく説明してあると思います。ただ、地方公共団体の担当者の方には、敷居が高い法分野では
ないかとの印象をもっています。一般的に、独禁法を包括的に勉強する機会は多くはないので、
新規参入、競争制限等の基礎概念について、他の法分野と比較して、少しピンとこないという面
があります。そこで、フロアーの皆様から、ハンドブックの具体的な内容について、この部分は
詳しく説明してほしいというような要望があれば、ご指摘いただけますでしょうか。個人的には、
最初、塚田課長様が、紹介されていた「知ってなっとく独禁法」という公正取引委員会が発行し
ているガイドブックにあるような、独禁法の基本的考え方を、図示等の方法で、ハンドブックの
冒頭部分に説明しておいていただくと、全体的な理解が進みやすいように思っております。
坂本　法律をやっていると根拠条文にアクセスするのが一番大事になってくるので、関係箇所に条数
を入れていただけると有り難いと思います。
佐藤　他にご質問はございますでしょうか。
それでは、時間もかなり押しておりますので、第31回の岡山行政法実務研究会を終わらせてい
ただきます。どうもありがとうございました。
